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参 加 者 委 員 長 本田勝善  副委員長 深谷政憲 

委  員 関根篤志 古川達也 小野裕史 鈴木洋二 石堂正章 大寺正晃 

理 事 者  西澤久男（情報政策課長） 随行 松谷光晃（事務局）  

調査事項 :  ＤＸの推進について 
 

【豊田市の基本情報】 

(1)市制施行 昭和 26年 3 月 1日    (2)面  積 918.32ｋ㎡ 

(3)人  口 415,393 人（R6.1.1 現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

１ 豊田市の概要 

豊田市は、愛知県の中央部に位置しており、中核市・中枢中核都市・環境モデル都市・ＳＤ

Ｇｓ未来都市に指定されている。世界最大級の自動車メーカーであるトヨタ自動車が本社を置

く都市であり、ものづくりのまちとして産業の発展も著しく、国内の製造品出荷額等は 2002 年

から連続して全国一位である。  

一方で、市域の東部は中山間部が多く約 7 割を森林が占めていることから、都市部に人口の

95％が集中しており、多様な文化・スポーツ施設（豊田スタジアム、コンサートホール、美術

館、博物館、能楽堂 等々）も都市部にコンパクトに集積されている。 

 中山間部が多いため、自然も豊かで四季折々の景観とレクリエーションを楽しむことがで 

きる原点回帰できる都市であり、特産品では桃やジャンボ梨、ミネアサヒ（米）などが挙げ 

られる。特に果樹については、「果実酒」「リキュール」の製造を推進し、地域資源を活用し 

た農商工連携や 6 次産業化による特産品づくりにつなげることでブランド化を推進し、地域 

産業の活性化を図るために、特区認定を申請し「豊田市フルーツ酒特区」に平成 25年 3 月 

に認定されている。 

 また、2023 年 11 月 16 日～19日には、ＦＩＡ世界ラリー選手権の開催地として 53 万人の 

集客があったところである。 

 

【豊田市視察の様子：委員長挨拶、豊田市担当課の説明】 
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２ ＤＸの取組について 

（1）ＤＸ推進の主な経緯 

  ア 戦略策定・体制づくり・人材育成 

    2020 年に情報戦略課を設立し、外部からの人材登用として内閣府からＤＸ専門人材を、 

   総務省からデジタル化推進担当専門監を配置している。     

 2020 年～2023 年にかけて、ＩＣＴ活用ビジョンの策定、デジタル強靭化戦略策定、Ｄ 

Ｘ取組方針の指針となる計画の策定の一方で、デジタル化推進本部会議を設置し、その中 

に推進チームや推進員、各部会を体系化し推進体制を整えている。 

人材育成としてトヨタ自動車や総務省へ職員を派遣（2 年間）し、知識の習得に役立て 

ている。そのほか資格取得奨励、ｅ—ラーニング、各種研修会開催を企画している。 

 

 【デジタル化推進本部会議体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ システム等の導入 

   ・2020 年⇒ オンライン会議、庁内チャット、ＡＩ－ＯＣＲ、ＡＩチャットボット、ＡＩ 

会議録を導入 

   ・2021 年⇒ ＡＩ相談パートナー共同研究開始、全庁業務量調査、ＲＰＡ導入 

   ・2022 年⇒ kintone 実証開始、LINE マイナポイント予約 

   ・2023 年⇒ kintone 実装開始、とよたデータボード（オープンデータ）公開開始 

 

（2）豊田市デジタル強靭化戦略体系 

ア ＤＸの目的・役割 

   ・デジタル技術の活用により、将来都市像を実現していくことが目的 

・新たな価値（今までにない繋がり、新たなサービス等）を創出することが役割  

 イ ＤＸの定義 

    変革により新たな行政サービス・組織・プロセスを創り出し、暮らしが楽しめる新た 

な価値を生み出す。 

 ウ 10 年度に実現・実感したい変化 

   ・まちのゴールイメージ 

本部長（副市長） 

デジタル化推進チーム 
◇民間事業者（ＣＤＯ補佐官） 
・富士通 Japan 
・LINE 株式会社 
・コマニー株式会社 

◇内部関係課 
 ・企画政策部 
 ・総務部 

各部室局の推進体制 

デジタル化推進員 

各部室局のＤＸ統括責任者 

（副部室局長） 
各部会 

◇業務改革 

◇窓口改革 

◇マイナンバー 

◇標準化検討 

◇生成ＡＩ活用検討 

ＣＤＯ（最高デジタル責任者） 
※総務省からの出向 
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⇒行政や民間のデータ連携、市民・事業者が主役、柔軟な働き方 等 

   ・市民、事業者のゴールイメージ 

    ⇒いつでもどこからでも市役所にアクセス、多様な世代とのつながりや市民・事業者 

との共働で地域課題解決や活動発展へ 等 

 エ 職員のＤＸ行動指針 

    ・基本的考え方（市民本位、誰一人取り残されない、市民・事業者へ価値を提供） 

・職員の行動姿勢（挑戦、行動、柔軟な姿勢、事実やデータの活用） 

・検討の進め方（スピード感、スモールスタート、目的と手段、市民・事象者への感謝） 

 

（3）ＤＸ人材の育成 

  「意識改革」と「知識・スキルの向上」を柱として育成を図っている。 

 

 

 

 

 

  ア 意識改革 

     外からのインプット（外部有識者や国からの出向職員）や研修事業、組織内新聞に 

よる興味誘発 

 イ 知識・スキル向上 

     ＡＩ勉強会の実施、ＩＴパスポートの取得奨励、情報処理技術者試験の取得推進、実 

用的ツールの使い方研修会、検定料の補助 等々 

 

 （4）進捗状況・成果 

  ア オンライン申請・キャッシュレス決済 

   ◇手続きのオンライン化・・・令和 6 年度末目標値 100％ 

全種だと 2500 種の手続があるが利用度合いが高い約 360 種を対象として推進 

      令和 5 年度進捗 52％⇒令和 6 年度末進捗見込 99％（ほぼ達成される） 

 

   ◇キャッシュレス決済導入・・・令和 6年度末目標値 80％  

      令和 5 年度進捗 63％⇒令和 6 年度末進捗見込 81％（達成される） 

 

  イ 各種ツールの導入 

    ＡＩチャットボット、ＡＩ-ＯＣＲ、ＲＰＡ、kintone、公式 LINE を活用 

 

ウ スマート窓口システムの導入 

    住民異動届の「書かない窓口」を令和 5年 6 月から稼働。 

職員が、来庁者から必要な情報や申請内容を聞き取り「スマート窓口システム」に入力 

し申請書を自動作成（来庁者は内容を確認し電子ペンでサイン）。 

 

  エ ＢＰＲ（業務見直し） 

    10 課 25 業務で、業務委託により各課を伴走型で支援 

意識改革 
知識・スキル 

向上 
デジタル化 

ＤＸの実現へ 

-3-



 

（5）今後の課題と取組 

   

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

豊田市役所の課題 

 ①職員数も当然に減少が予想 

 ②現状のサービスをいかにして 10 年後、20年度も提供し続けるか 

 ③通常常務で手一杯の状況 

これまでに見えてきた事 

 ①市民目線ではニーズに合った選択可能な環境に（アナログとデジタル） 

 ②職員目線ではアナログ主体からデジタル主体へ、ＢＰＲ（業務見直し）と環境 

整備が重要 

今から始めなければ手遅れにという危機感 

重点的な取組として 

 ①市民・事業者向けポータルサイト構想 

 ②内部事務改革構想 

 ③ＤＸ人材育成のカリキュラム構築 

【豊田市議会議場】 
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３ 質疑応答 

（大寺正晃委員） 

 Ｑ： 各種ツールの導入部分で、Kintone はアプリの開発（申請書様式の作成等）として使 

   用していることでよいか。 

 Ａ： 例えば一般的なオンライン申請の仕組みは、申請内容が市役所のサーバーに届き、デー 

タを職員が出したり保存したりといった作業が発生するが、Kintone を使うと一連の処理 

が進んでいくようにできる。例として消防署で救命救急講習を開催する際に、まずは受付 

時にエクセルデータができるが、そこから処理・活用に向け複数の部署を経由し、データ 

が複数出来るため非効率である。Kintone は一つのデータを共有して使用することができ、 

みんなが見れるため進捗管理もできることになる。 

 Ｑ： 本部会議で様々な民間事業者と繋がりがあるが、各種ツールを活用する際にもそうい 

   った事業者から協力をいただいていこうとスタンスと理解してよいか。 

 Ａ： 導入については、アドバイザーがいるからその製品を導入するということではない。 

    入札には関与しないスタンスをお願いしている。 

    ＬＩＮＥで言うと、まずはＬＩＮＥを使うという目標があって、その上でアドバイザー 

として参加してもらうといった順番で進めている。 

 Ｑ： 外国人の転入転出が増えているが、スマート窓口の対応は。 

 Ａ： スマート窓口は日本語がメインであるが多言語対応になっている。ただ、どこまで対 

応しているかは確認できていない。 

    窓口で外国人は確かに多いため、レーンを分けて対応している現状である。 

 

（鈴木洋二委員） 

 Ｑ： スマート窓口の件で、来訪者に聞き取りをして職員がデータを入力し様々な手続に活 

   用しているが、市民が単独（来訪しない）で申請を済ませてしまうことも可能か。 

 Ａ： スマート窓口システムは市民課の住民異動窓口に導入しているが、国の引っ越しワン 

   ストップの紹介では、転出はマイナポータル、転入は必ず市役所となっており、もっと 

   簡略化していこうという段階。転入・転居は完全オンラインで済ませられる状況にない 

   のが制度的な状況。ネックは本人確認だと思う。 

 Ｑ： ＡＩチャットポット利用について、アクセス件数が多くかなりの事務軽減につながっ 

   ていると思うが、職員の負担軽減にどのくらい繋がっているか。市民の反応はどうか。 

 Ａ： 目に見えてというは難しい。実際に電話問い合わせは普通にある。 

豊田市で件数が多いのはホームページでどの画面でも「チャットポットに質問する」 

   といったバナーが出るようにしていること、毎月ログデータを各課に展開してＱ＆Ａを 

   増やす努力をしてところにあると考えている。努力した成果はあると思うが目に見えて 

   というのは難しい。 

    市民の反応については把握が弱いところで、市民モニターに意見を聞くことを始めつつ 

あるが、これからといった部分である。 

 

（石堂正章委員） 

 Ｑ： デジタル弱者に対する対応について、デジタル（オンライン申請等）を推進する一方 

   でアナログ（窓口申請等）を選択する方もいると思うが、その辺の考え方を伺いたい。 

 Ａ： デジタルデバイドと言われる部分だが、スマホ教室もやってはいるものの回数や人数も 
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   限りがあるためやりきれないといったところ。 

高齢者がスマホを使えないかというとそうでもないため、5 年くらいで状況も変わって 

   くる、世代層が変わってくるので、自然とデジタルに移行していくと思う。 

ただ、デジタルが全てではないためアナログの良さも活かしながらデジタルを活用し 

   ていくといった考え。 

 Ｑ： 災害時の電源確保について、発信する側は万全かもしれないが受け側も電源がないと 

   活用が滞るため考え方を伺いたい。 

 Ａ： 今回の能登半島地震ではキャリアの通信が復旧しないといった話題もあって、どこか 

   らやればいいのかと感じた。豊田市役所自体の災害対応も十分ではなく検討をしている段 

階であり、電源や電波がどうといったところに及んでいないのが実際のところ。 

 Ｑ： 意識改革におけるキーポイントについてとベテラン職員のノウハウのデータベース化 

   といった内容について伺いたい。 

 Ａ： 意識改革については、外からのインプットが大事と考え、外部の力、内閣府や総務省 

   から専門官の派遣もいただいた。職員も注目もするし徐々に意識も変化してきていると 

   思っている。 

データベース化は福祉の分野になるが、ＡＩ相談パートナーは共同研究であり、相談 

を受けた内容を一課に留めずに、社会福祉協議会や関連する外部の組織と共有していく 

というもの。データベースは出来ていなく、これからやっていきたいというイメージだ 

けだが、どこの窓口に行っても内容が分かる仕組みを作り、また、自動で受け答えでき 

る仕組み（チャットポットのような）があるといいのではないかという考え。 

ただ、どこまで個人情報を共有した方がよいか課題もあり、大きなところを攻めてい 

く（広範囲で共有していく）必要があるのではないかということで、この共同研究はい 

ったん終了となっている。 

 生成ＡＩも出てきており、流れも変化してくると思われる。 

  

（深谷政憲委員） 

 Ｑ： オンライン化を進める中で、ホームページとかで目的の情報までたどり着けないとい 

ったことも感じるが、ホームページのつくりやＤＸを進めるうえでどのように考えてい 

るか。 

 Ａ： 今は、まずはオンライン申請できる項目を増やしていきましょうといった段階で、徐々 

に、いかに使ってもらうかという点にシフトしていくことも必要。 

 ホームページを工夫する、ＱＲコードを活用するとか、その辺が市民事業者ポータル 

構想といった中で、手続がしやすい仕組みづくりを考えていくこととしている。 

 全く構想はないが、インセンティブみたいな発想もあるかもしれない。 

 

（古川達也委員） 

 Ｑ： チャットポットに関して、質問したいことに対する回答のフローチャートは職員が自 

分で作成することでよいか。 

 Ａ： ツリー方式ではなく、一問一答方式であるためＱ＆Ａは担当課で作成している。 

    導入時に、ひな形は事業者が作成しているが足りない部分は職員がどんどん増やして 

いる。担当課から情報戦略課に提出してもらい、事業者へ追加を依頼している。 
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（西澤情報政策課長） 

 Ｑ： 人材育成について、デジタル化推進員を設置されているが、その職位について。 

    ＩＴパスポート・ｅ—ラーニング等、職員個々人がやっているのか集合でやっている 

のか。また、成果（浸透）はどうか。 

 Ａ： デジタル化推進員の職位は指定していないが、おのずと若手になっている。 

    指定はしていないが、想定は係長手前の主査以下、20 代後半から 30 代をターゲット 

にしており、実際にそういう職位になっている。 

 セキュリティ研修は、情報システム課で実施しておりｅ—ラーニング形式で各自自席 

で行っている。成果は、研修終了後にプリテストをやっており、ある程度そこで評価し 

ていると思う。 

    ＩＴパスポートとか個々の資格については、人材育成カリキュラムの中で人事課とも 

話しているが、強制はできないため資格取得のための補助等で手厚くするなど、進め方 

は考えているところ。 

 Ｑ： スマート窓口で、申請書はＲＰＡで連携させていると伺ったが、住基システムと記載 

されているが、それ以外のシステムとの連携は。 

 Ａ： スマート窓口システムが、市民課の住民異動に限った現状であり、ＲＰＡで連携する 

のは住民記録だけである。今後標準化の作業で変わってくると思われる。 

 Ｑ： 業務量調査については、庁内全ての業務を実施したのか。順次ＢＰＲを進めていくと 

いうで考えているのか。 

 業務量調査は、外部委託であったか。 

 Ａ： 令和 3年度に業務改革が必要ということで、一通り調査は実施し分析も行った。 

    結果は各課に返しており、各課において改善を期待したが、なかなか進まないという 

状況が令和 3、4年度で見えたため、伴走型支援が必要と判断し、今年度はオンライン 

申請をデジタル化する切り口でＢＰＲをやりたいところを募り、10課 25 業務で実施した。 

 なお、業務量調査は、外部委託により実施している。 

 

４ 各委員の所感 

（本田勝善委員長） 

  豊田市では、スマート窓口を令和 5年 6 月 19 日から開始し、住所異動の転入・転居などに 

ついて、市民課、支所出張所において「書かない窓口」を実現している。 

市民からは「申請書に記載する事項が署名のみなので楽になった。」「また何度も同じことを

記載しなくて済むので手間が省けてよい。」と好意的な意見があったとの説明を受けた。 

  また、職員からは、市民が手書きでないことで文字の統一、見やすさ、入力ミスの減少、さ

らに、ＲＰＡを活用して住民記録システムへ自動入力され、入力時間が大幅に削減され事務が

効率化されたとのことであった。 

  本市においては、今後ＤＸについて取り組んでいくうえで、様々な課題等も考えられると思

われるが、しっかりと対応していかなくてはならないと感じたところである。 

 

（深谷政憲副委員長） 

 全体を通して、ＤＸ推進方針と目票達成に向けた戦略と推進体制が整えられていると実感 

した。 

ＩＣＴ活用ビジョンのもとデジタル強靭化戦略として①ＤＸの目的と役割、②10 年後に実 
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現・実感したい変化、③豊田市ＤＸの定義、④職員のＤＸ行動指針、⑤施策の柱、⑥各施策の

６項目が設定され、推進していくためには、単にデジタル人材の育成では不十分であるとし、

意識改革と知識・スキルの向上の両輪を一体的に連動させ、全庁的にデジタル化・ＤＸ実現に

取り組んでおり、ＩＴ・ＡＩ・データサイエンス等の各分野で「何を用いれば、何がどこまで

出来るのか」を認識する必要性を重要視している。 

意識改革では、経営層から一般職員まで、特性に合わせ研修会や意見交換会の開催、知識・

スキル向上では幅広い学習機会（e-ラーニング）の推奨が提供されている。その中でも、現場

の推進役（デジタル化推進委員）に対しては、デジタル専門官（総務省から出向）を配置し、

継続的な情報発信を通して意識改革に繋げている。 

また、実用的な電子申請、ＡＩ議事録・ＲＰＡ等の業務における使い方研修会の実施を実施 

し、導入後の普及啓蒙が取り組まれている。 

さらに、これからの方向性として、今はアナグロが多いかもしれないが、将来的にはデジタ

ル主体へ、事務ルーチンを出来るだけ「アナグロ主体」から「デジタル主体」の運用へシフト

する。そのためには業務の見直し（ＢＰＲ）が必要であり、環境整備も重要であるとの説明を

いただいたところである。 

 

（関根篤志委員） 

豊田市デジタル強靭化戦略として、市の総合計画と効果的にリンクされ体系的に非常によく

整備されていると感じた。 

特に重点事業としているＡＩ相談・スマート窓口で、大胆に令和６年度を目標としているこ

とに自治体としての本気度が窺えた。そこまでの計画に至ったのも、デジタル化推進本部とＤ

Ｘ政策検討チームで組織化し、外部有識者を効果的に活用していることからだと考えられた。 

基本的な電子申請化もさることながら、キャッシュレス決済を導入し、時代に沿った施策を

導入しているのは、全国的にも珍しく民間的な情報収集力があることからだと認識した。課題

はあるものの体制構築と戦略プランのすえ方は独自性を感じるものであり、全国自治体が参考

にすべき点が多々窺えた。 

 

（古川達也委員） 

豊田市の DX 推進の取組について視察調査を行ったが、「今ある業務の適正化」という観点か

ら「目標を設定し徹底的に進めていく」と言うスタンスと、そこからの「意識改革・デジタル

化の実現（知識・スキルの向上）」を視野に進めた人材育成などの話が大きく印象に残った。 

また「書かない窓口」を令和５年 6 月より実現しているとの事で、令和２年に情報戦略課を

設立してから３年でシステム等の導入、ＡＩの活用を実現したスピーディなＤＸへの対応は見

習わなければと強く感じた。 

豊田市は産業と自然が融合し、街中にも様々な施設が存在している。しかも聞けばラリー（Ｗ

ＲＣ）のイベントではなんと 53 万人の集客があったと言う。もちろんそれはあの「ＴＯＹＯ

ＴＡ」のお膝元である事だから出来た事ではあったのかもしれないが、あのような街全体から

感じる大きな力のうねりがあるからこそ、「アナログからデジタル」のスピーディな対応が可

能だったのではないかと感じた。 

最後に豊田市のＨＰにあるＡＩチャットボットに対しての新たな質問に対する答えなどに

ついて最後は人による判断と言う事なども非常に興味を持たされた。須賀川市もＡＩチャット

ボットをＨＰに実装予定であると聞くが、多くの市民の質問に対し、どれだけ対応出来るのか
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がまずは大きな課題であると考える。 

 

（小野裕史委員） 

  豊田市においては、国が目指すデジタル社会の実現に呼応し、令和 2年に豊田市デジタル強

靭化戦略を策定し、それに基づき推進が図られていた。外部（内閣府、総務省）からの人材登

用による戦略の策定や組織体制の構築を図り、一方で民間企業（トヨタ）・国（総務省）への職

員派遣により人材育成を図るというように、外とのつながりを持って進められている点が特徴

的であった。 

  企業とのつながりも強く、デジタル化推進本部会議のメンバーに、窓口改革や人材育成、デ

ジタル技術の検討など、それぞれの分野に強い企業が名を連ねているところが強みであり、小

規模自治体では難しい面があるが、外部から有用な情報を取り入れ選択肢を増やすといった視

点は、見習うべき点と感じた。 

  取組としては、主として窓口のデジタル化を伺ったが、手続のオンライン申請・キャッシュ

レス決済については、対象をボリュームのある手続に絞って実施されており、目標値（導入率）

をしっかりと設定し、取り組まれていた。この目標値の設定は、組織として大事であると思わ

れた。 

  また、特徴的取組としてスマート窓口が挙げられるが、住民異動の転入・転出・転居の際、

必要な情報をシステムに入力することで申請書を自動作成することができ、関連する申請も連

動して出力できることで、市民の手間を省けることができること、住民記録システムに入力す

る際にＲＰＡにより自動入力できることで、滞在時間の短縮にもつながっているとのことであ

った。こうしたシステム間の連携がＤＸ推進において重要なポイントであると感じた。 

 

（鈴木洋二委員） 

豊田市においては、ＤＸの進め方に関する職員の行動指針として、10年後のあるべき姿を見

据え、早い段階からスモールスタートで始めていくという考えを持っており、そこにはデジタ

ル化・ＤＸを進めて行かなければ、これからの人口減少に対応していけないとの危機感があっ

たものと考える。 

書かない窓口では、市民から必要な項目を伺い申請に来た人は署名だけですむとのことで、

申請者の負担が 5 分程度緩和されているのでとても良い取り組みであると思った。  

一方で、現在のところ市民の方々の反応を検証するまでには至っていないとのことなので、

今後は市民の声をさらに反映していくことが必要とも感じた。 

AI チャットポットの利用状況については、愛知県の他市に比べて格段に多く市民に活用さ

れていると思われる。 

須賀川市でもデジタル化・ＤＸを進める上で、市民が何を出来るのかまだ周知できていない

と感じるため、豊田市同様に、市民にできることを周知して行くことの必要性を感じた。 

今後人口減少に伴い市も職員の減少が進むものと思うが、仕事の量はさらに多くなることも

予想されるため、デジタル化・ＤＸを推進する事で事務軽減につなげ、更に行政サービスの向

上に向けて進めていかなくてはならないと感じた視察であった。 

 

（石堂正章委員） 

  豊田市での【ＤＸの推進について】は、令和 3 年度からの「第 8次豊田市総合計画後期実践

計画」「第 3 次地域経営戦略プラン」を上位計画として、「豊田市ＩＣＴ活用ビジョン」「豊田
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市デジタル強靭化戦略」などの実践計画に則り取り組まれていた。 

  庁内のＤＸ推進体制として、デジタル化推進本部を組織して、二名の副市長を本部長・副本

部長に置き、情報戦略課を事務局として推進している。 

  また、外部から最高デジタル責任者（ＣＤＯ）を総務省からの出向者を配置して、併せて民

間企業からもＣＤＯ補佐官として複数人を選任し、企画政策部、総務部を中心として活動して

いるとのことであった。 

内容として、「ＤＸの目的・果たす役割」「ＤＸの定義」「10 年後に実現・実感したい変化」

を体系化して、「基本的な考え方」「職員の行動姿勢」「検討の進め方」を明確にして推進してい

るとの説明をいただいた。 

これらの説明を聞いた率直な感想としては、「組織の在り方」「職員とのかかわり方」「目指す

べき将来像」「ＤＸの必要性」などに、非常に素晴らしい行動力と実践力、そして発想力を発揮

しておられることに、大いに敬意を表したいと思われた。特に感銘を受けたことは、『ＤＸの必

要性と将来像を明確にしている』こと、そして『組織体制の要としての外部からの人材の登用』

していることであった。 

「誰のためのＤＸ化なのか」、そして「取り組むべき職員への指針」「一定の期限を定めてい

るＤＸを含めた将来像の明確化についての経過と実践方針・体制」に関しては大変参考になっ

た。中でも「外部からの人材の登用」については、非常に感銘を受け、当市でのＤＸ化推進の

組織体制の構築に、大いに導入していくべき案件だと認識したところである。 

「街づくりはひとづくり」と言われているが、組織づくりもやはり「ひとづくり」だと再認

識し、改めてその重要性を勉強した視察であった。よく組織体制づくりに必要な人的要素は、

「よそ者・ばか者・若者」と言われているが、豊田市の取り組みはまさにその実践こそが、事

業展開を強力に推進していく原動力になるとの教示であり、やはり『黒船』は必要であると考

え、当市でも是非とも、国県などからの出向、民間企業、研究施設からの人材の登用に関して

も、重要な要素であり必須要件なのではないかと考えた。 

また、「デジタル弱者」に関しても、課題を充分に認識しながら、デジタル化のみでは無く、

人的なアプローチなどのアナログ的な部分を継続しつつ、両輪での市民サービスを確保してい

くこと、ハード的なデジタル化にとって必須要件である「電源の確保」についても、市庁舎で

の電源確保の実態の説明を受け、災害発生時などでの市民向けの対策については、今後の課題

であるとのことであった。 

当市の【ＤＸの推進】においては、豊田市の様な組織体制の確立、予算の確保はなかなか難

しいと思うが、その考え方と実践力は先進事例として活かしていくことが可能であると感じ

た。 

今回の行政調査の視点である【ＤＸの推進】に関しては、将来性、有用性は充分に感じたと

ころであるが、実現までには様々な課題の存在が有るということを含め、改めて大変参考とな

る案件が教示された。これらの示唆、課題を第一義的な取組案件として、本市における【ＤＸ

の推進】への重要性、実現性の議論を含めて、全ては「市民サービスの向上へつなげる」とい

う気概を持って取り組んでいかなければならないと感じたので、今後とも情報収集、調査研究

を重ねて参りたいと思う。 

 

（大寺正晃委員） 

豊田市デジタル強靭化戦略の中身はとても濃く、また、難しいと感じる専門的な言葉もあっ

が、共に目指すべきものや方向にはわかりやすい文言を使用し、意識の協調や情報の共有にな
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っていた。 

市民がイメージしやすい窓口業務、「スマート窓口の取組方針」では「行かずに済む」「書か

ずに済む」「待たずに済む」を指針としていた。 

また、デジタル強靭化戦略の体系には５本の施策を立て、その中には「ミライのフツー」（資

料参照）という言葉を使い、「ミライのフツーへのチャレンジを加速するデジタル化」や「ミラ

イのフツーを創造するデジタル化」などと言った表現を用いていた。 

本計画策定前に行われた徹底的な分析や調査が実効性をさらに上昇させていると感じた。 

今後は、豊田市デジタル強靭化戦略の重点事業に挙げられた以下の項目について更に調査研究

を進めていきたい。 

・システムの標準化・統一化について 

・多様化する相談内容に対応できるシステムについて 

・上下水道管の劣化予測や衛星を利用した漏水調査について 

・スマート窓口について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             【豊田市議会議場にて：集合写真】 
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調査事項 :  ＤＸの推進について 
 

【横須賀市の基本情報】 

(1)市制施行 明治 40年 2 月 15 日   

(2)面  積 100.81K ㎡ 

(3)人  口 374,325 人（R6.1.1 現在） 

                                          

１ 横須賀市の概要 

横須賀市は、神奈川県の南東部に位置し 

ており、三浦半島の中央部に位置しており 

半島の多くの面積を有している。東側は東 

京湾、西側は相模湾と海に面しており、市 

の中央部は山間部や急傾斜地が多い地形を 

成している。           

 東京都心まで電車でおおよそ１時間の距離と恵まれた場所に位置しているが、東京都心や横 

浜市といった大都市圏を通過する主要幹線や路線から南下する位置にあることが、人を呼び込 

む上で少々ハンデとなり得るとの説明があった。 

 明治 40年 2月 15 日に市政施行、平成 13 年 4月 1 日には中核市に移行している。非常に歴 

史のある都市であり、戦前には軍港都市として栄え、幕末には浦賀にペリーが来航したことで 

も有名である。 

現在も、アメリカ海軍基地及び自衛隊基地（海上・陸上・航空）が置かれており、また、浦 

賀ドックや砲台跡など軍事遺構も点在しており、軍港都市としての名残を感じさせる。 

 特産品としては、海軍カレーが有名であるが、その他に横須賀市にあるドブ板通りが発祥の 

地とされるスカジャン、農産物では横須賀キャベツが挙げられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ＤＸの取組について 

(1) ＤＸ推進（※横須賀市ではデジタル・ガバメント推進）のきっかけ 

  都市戦略課による試算により、横須賀市の職員は人口減少の影響により 20 年後には 3/4、 

その先は 1/2 に減少するとされており、一方で行政の役割や業務は決して少なくならないこ 

とから、この先市役所が成り立たない、効率的な行政運営は必然との危機感から推進に至っ 

ている。 

【横須賀市役所：正面入口】 

【横須賀市視察の様子：委員長挨拶、説明聴講】 
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〇デジタル・ガバメント推進の背景 

【背景】 

人口減少（生産年齢人口の減少）、労働者のニーズの多様化（育児や介護との両立）、国の 

動き（スマート自治体への転換）、デジタル手続法の施行（行政手続は原則オンライン） 

 

 

令和元年 12 月 10 日 

トッパン・フォームズ（株）とデジタル・ガバメント推進の包括連携協定締結 

 

令和 2 年 4 月 1 日デジタル・ガバメント推進室設置 

 

〇デジタル・ガバメント推進室の体制 

                          

                         

※設置当時は 6名であった 

                         が現在は 29 名体制へ 

 

 

       

                  

 

（2）デジタル・ガバメント推進方針の策定（令和 2 年 4月） 

ア 目的 

 ・利用者中心の行政サービスの実現 

 ・新たなイノベーションを創発できる 

地域の実現 

 

イ 推進の４つの柱 

 ・行政サービスのスマート化 

 ・行政事務の効率化 

 ・民官連携の強化 

 ・デジタル・ガバメントを推進する職員 

の育成 

 

 

※デジタル・ガバメントとは 

行政のデジタル化を進め、それを契機に小芸サービスの内容や提供方法、行政組織のあり 

方などを刷新する。併せて、社会的課題の解決を進め、安全安心かつ公平、公正で豊かな社 

会の実現を目指すこと。 

（横須賀市作成視察資料から抜粋掲載） 

【横須賀市視察の様子：推進室長の説明】 
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（3）改革へ 

  ア 課題 

・公務員気質の壁（今のままでも良い、別に困っていない、昔からこのやり方） 

・日常業務に追われ業務改善まで進めない 

・なんでもプリントアウト、紙資料へのメモ習慣 

・システム導入等の新規予算獲得が難しい        等々 

             ↓ 

     担当部局だけでは限界であるため組織横断的な仕組みの構築へ 

 

イ デジタル・ガバメント推進本部の設置 

  本部長である副市長に大ナタを振ってもらった。「○○までに○○を実施すること！」 

  全部局がＤＸ推進に前向きな取り組みを展開へ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

ウ 改革事例 

    やる気のある所管課へデジタル・ガバメント推進室が突撃！ 

    業務改革を地道に進めてきた。 

    

   〇令和２年度 住民異動窓口の実践「書かない窓口」 

    改革前  繁忙期の市民の待ち時間が「100 分」を超過！ 

              ↓ 

         令和 2 年 6月 1 日 住民異動窓口研究ワーキンググループを発足        

             ↓ 

★重要 利用者目線での現状（As-Is：アズイズ）の把握 

         利用者目線でのあるべき姿（To—Be：トゥービー）の検討 

        ※業務を知るために 200 業務を可視化（時間も含め）して業務フローを 

         まとめる作業を実施。【BPMN ビジネスプロセスモデリング】 

        ※この作業の中でシステムと人による作業の選別を行っている。 

             ↓ 

   窓口システムの導入（オンライン申請により窓口で QR コードを発券） 

    申請書サポートシステム・タブレットの導入（一度の申請で複数の申請書に反映） 

    市民対応用ナビシステムの導入（分かり易い手続ナビでグッドデザイン賞受賞） 

（横須賀市作成視察資料から抜粋掲載） 
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             ↓ 

   改革後  引っ越し手続について、繁忙期の待ち時間 100 分から 38 分に短縮へ！ 

        令和 4年度「夏の Digi 電甲子園」ベスト４入賞  

 

  以上のほか、様々な業務改革が図られており、デジタル・ガバメント推進室設置からまる 

3 年が経過し、市役所内の雰囲気が変わったとのこと。 

 

（4）職員の意識改革 

  ＤＸ推進の根幹につながるとの認識から 8日間の「ＢＰＭワークショップ研修」を実施。 

所属長の参加を必須としており、ＢＰＭは横須賀市のＤＸの根幹であり、「ＢＰＭなくして 

ＤＸ改革なし」というほど重要視している。 

 業務担当となって 1・2 年目の職員の「気づき（何でこんなやり方で仕事するの？）」から 

研修テーマが挙げられ、研修参加が続いている。 

   

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－１ ＣｈａｔＧＰＴの導入について 

（1）導入経緯 

  ＣｈａｔＧＰＴについては、2023 年 3 月頃からマスコミでも大々的に取り上げられていた 

が、横須賀市では同年 3 月 29 日に市長の「面白いから」との指示で導入を検討することとな 

った。同年 4 月 3 日には「ＣｈａｔＧＰＴ活用検討チーム」を立ち上げている。 

 セキュリティ面での検証も行い、横須賀市サーバーを経由してＣｈａｔＧＰＴを使用する場 

合は、規約により二次使用されない事を確認し、情報の安全性を担保して導入へと進んだ。 

 また、ＣｈａｔＧＰＴ報道については同年 4月以降も加速し、横須賀市においては「導入す 

るなら自治体初を狙おう！」として、4 月 18 日にマスコミにリリースを行い、それが大きな話 

題として取り上げられ、現在に至っている。 

この報道により、個人、企業、マスコミなど様々な繋がりも出来たとのことである。  

 

（2）職員に周知している使用上のルール 

  横須賀市においては、ＬｏＧｏチャットとの連携によりＣｈａｔＧＰＴを使用しているが、 

 使用上のルールは非常にシンプルである。 

  ①機密性の高い情報や個人情報、守秘義務のある情報は書かないこと 

  ②回答が正しいとは限らず、あくまでもＡＩによる回答であることを認識し、最後は人が判 

（横須賀市作成視察資料から抜粋掲載） 
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断すること 

  ③情報は最新ではなく、2021 年 10 月以降の情報は学習していないことを理解すること 

  ④インターネットの公開情報からしか回答されないため、庁内の情報、ルールなどは反映さ 

れないことを理解すること 

 

  ※個人情報の漏洩については、そもそも職員には情報セキュリティポリシー遵守の義務が 

   あることや、住基台帳などの個人情報をＣｈａｔＧＰＴに学習させる訳ではないため、 

「次元の異なる話」との説明をいただいた。 

 

（3）実証スケジュール・経費 

  ・4/18（火） マスコミリリース 

  ・4/20（木） ＣｈａｔＧＰＴ活用実証開始 

  ・4/27（木）～5/2（火） 第 1 回中間アンケート 

                            利用方法に課題が散見された。 

  ・5/15（月） チャットＧＰＴ通信 創刊号 配信 

（使い方、注意事項、ミニ問題等掲載しテコ入れ）       

  ・5/23（火） チャットＧＰＴ通信 第 2号配信 

  ・6/5（月）  実証結果報告、ＣｈａｔＧＰＴ本格導入 

                    ※実証中の経費としては 1万円弱（人件費除く） 

   

   ※上記の「チャットＧＰＴ通信」は、「ほぼ週刊」で配信されており、表紙の絵を生成ＡＩ 

で作成するなど、遊び心を入れつつ、ＣｈａｔＧＰＴを有効に活用する上で職員への浸透 

に役立っている。（使い方を職員が熟知することが極めて大事であるとの視点） 

 

（4）ＣｈａｔＧＰＴ導入以降の取組 

  ①ＡＩ戦略アドバイザーの配置 

⇒横須賀市出身でこの分野の第一線で活躍する「深津貴之」氏を迎え、様々な場面で参加 

をいただいている。 

  ②職員の更なるスキルアップ 

   ⇒深津貴之氏の監修による「（仮称）ＧＰＴ活用スキル強化プログラム」を導入しスキル底 

上げを行っている。 

これまで 2 回の研修を実施し、いずれも 400 人超の参加である。 

  ③横須賀市生成ＡＩ合宿型研修の開催 

   ⇒100 を超える自治体から問い合わせがあるため、横須賀市が蓄積したノウハウを公開す 

るため令和 4 年 1 月に 2日間の日程で開催（毎年実施を予定） 

 

（5）新たな取組 

  ①問い合わせ対応ボットの運用開始 

   ⇒横須賀市のＣｈａｔＧＰＴに関する問い合わせに対して対応（職員 4 人分の減に相当） 

  ②生成ＡＩ活用ポータルサイトの開設 

   ⇒民間事業者と連携し、自治体が生成ＡＩに関する情報を共有するサイト「自治体ＡＩ活 

用マガジン」の運営を開始（先進自治体が参加し活用事例等の発信をしている。） 
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  ③相談業務における生成ＡＩの実証実験 

   ⇒民間事業者と連携し「ＡＩ相談パートナー」サービスを実施 

    住民相談を対象に、音声認識やデータ分析技術のＡＩ活用により相談員の業務支援、相 

談内容の要約、主訴の記録票補助などに活用予定 

 ④ＣｈａｔＧＰＴ活用コンテスト 

  ⇒好事例の横展開や職員のモチベーション向上のため、優秀賞を選定し事例を紹介 

   （例：エクセルのマクロ作成やデータ処理の照会、研修資料の添削 等々） 

 ⑤ＡＩを活用した建築確認申請ルールの自動判定システムの共同実証実験 

  ⇒建築申請業務の条例・規則が自治体毎に異なり建築企業側の負担となっているため、 

   ＡＩに学習させ適合を自動判定 

 

２－２ 横須賀市が目指すもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 質疑応答 

（関根篤志委員） 

Ｑ： ＣｈａｔＧＰＴは、職員一人一人のＰＣで活用できる環境なのか。パスワードなりセ 

キュリティ対策はどのようになっているのか。 

 Ａ： ロゴチャットから入ることができるため、そのアカウントを保有していれば全員使用可

能である。職員同士で通話するような環境で使用が可能である。 

 

（鈴木洋二委員） 

 Ｑ： 住民異動窓口の効率化について現状とオンラインによる入力した内容の活用の流れにつ

いて伺いたい。また、一回の入力でどこまでの手続に共有できるのか。 

 Ａ： まず、情報を入力すると窓口でＱＲコードが発行され、それを窓口に見せるとＱＲコー

ドを読み取り、入力した内容が窓口で確認することができる仕組みとなっている。 

    住民異動の申請資料、引っ越しの届出については活用できる。 

 Ｑ： デジタル化を進めるうえ抵抗もあったようだが、どのように浸透を図ったのか。 

 Ａ： 改革しないことは悪だということをいかに伝えていくかに尽きると思う。 

    人口減少は明らかであり、今、推進しなければ間に合わないことを訴えていく必要があ

る。本当に変わるまでにはまる３年かかった。 

デジタル・ガバメント、ＤＸ推進による業務の合理化 

職員の執務時間・人的資源を確保 

市民に対し「Face to Face」でより多く寄り添うことを可能とする。 
 

市民が本当に便利になったと思われるだけでなく、職員がより身近に 
なったとも思っていただけるような事業を積極的に推進する。 
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（古川達也委員） 

 Ｑ： ＣｈａｔＧＰＴの活用について活用の幅が広いが、独自に作成されているチャットＧ 

ＰＴ通信について伺いたい。 

 Ａ： １週間単位で発行しており、ネタ探しで苦労している部分はあるが、４人の職員が輪 

番で記事を書いており、職員向けに様々なＣｈａｔＧＰＴの使い方を掲載している。 

 

（大寺正晃委員） 

 Ｑ： ＣｈａｔＧＰＴの将来的な活用について、国や各自治体の動きなどの流れを予想して 

いるか。 

 Ａ： デジタル庁には生成ＡＩの使用を規制はしないでほしいと要望している。使いやすい 

環境を提供してほしいと。結局は自治体で使う使わないといった差は出てくるので、使わ 

ないと損だと思いどんどん使っているところ。 

 個人情報の漏洩が心配だとする自治体が多いが、使ってみると個人情報を入力シーン 

は想定できない。恣意的に入力しない限りあり得ないと考える。 

 Ｑ： 外国人も多いと思うが、外国人に対応したシステムなどはあるのか？ 

 Ａ： ＣｈａｔＧＰＴは様々な言語が可能だが、市民向けには解放しないので、市民に現場 

で話しているのはグーグルレンズをお勧めしている。また、自動翻訳の実証実験を行っ 

たが本格導入には至っていない。 

 

（石堂正章委員） 

 Ｑ： 東日本大震災を経験しライフラインの重要性を認識したところであるが、災害時の電 

   源確保については、どのような対応か。 

 Ａ： 非常用電源での対応と考える。ロゴチャットであればインターネットから渡れるので、 

スマートフォンが使用可能であれば、ＣｈａｔＧＰＴは使用可能である。 

 また、災害時の避難の際、職員には自分の飲み物と食料、モバイルバッテリーは持参 

するように招集命令がかかることになっている。 

 Ｑ： ＤＸには予算も多額になると思われるが、どのくらいの規模になるか。 

 Ａ： 年間だと約 8,000 万円であり、議会の承認を得て枠として確保させていただいてい 

る。当初は 1,000 万円規模だったが、毎回補正予算を計上する状況であったため、必要 

性を認めてもらい現状に至った。投資効果と決算額をしっかりと報告し、無駄な支出は 

なく、実際にはもっと少ない事業規模である。職員の業務改善効果や市民サービスの向 

上が不明瞭な事業は実施しないようにしている。 

  

（小野裕史委員） 

 Ｑ： こうした業務に関しては担当者も専門性が求められると思うが、専門的な知識を有す 

る職員が担当しているのか。 

 Ａ： 私の場合を例にすると、2001 年に情報政策課で担当者として在席した経緯があり、当 

   時は経済産業省のＩＴ装備都市研究事業といった実証実験に携わった経験がある。 

最初は全く分からなかったが、当時ネットワークやプログラムの勉強をするところから 

始まった。かなり前の経験のみであるが、やっていることは変わらないと感じている。 
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（西澤情報政策課長） 

 Ｑ： 書かない窓口について、住民から窓口で申請を受け取った後のバックヤードでの処理 

について、システム連携なのかマンパワーを要するのか。また、対象は住民異動届だけ 

なのか、あるいは付随する国保とか年金とかも連携しているのか伺いたい。 

Ａ： バックヤードの方はＲＰＡを導入したが、現場の方が従来のやり方を踏襲する意向が 

強く、ＲＰＡを引上げた経過がある。今は自動実行せず手打ちをしている。 

    住民異動の方は、国保とか年金とかまでは一本化されており入力がされる仕組みとな 

っている。 

 Ｑ： 研修についてはセキュリティ研修を含め様々あると思うが、ｅ—ラーニング形式でよ 

いか。 

 Ａ： ほぼｅ—ラーニング形式であるが、新任課長研修と新採用研修は対面で行っている。 

    毎年行っているセキュリティポリシー研修はｅ—ラーニングで行っている。 

 

４ 各委員の所感 

（本田勝善委員長） 

  横須賀市では、令和元年 12 月 10 日にトッパン・フォームズ株式会社（現在のＴＯＰＰＡＮ

エッジ（株））とデジタル・ガバメント推進に関する包括連携協定を締結し、令和 2 年 4 月 1
日にデジタル・ガバメント推進室を設置、当初は 6 名の職員で業務を推進していたが、現在で

は 29 名に増員しＤＸ推進に取り組んでおり、その行動力に目を見張るものがあった。 
  デジタル・ガバメント推進室では、デジタル業務改革による効率的な行政運営を目指すとし

て令和 2 年 4 月に「デジタル・ガバメント推進方針」を策定しており、横須賀市におけるデジ

タル・ガバメントを推進する目的は、 
（1）利用者中心の行政サービスの実現 
（2）新たなイノベーションを創発できる地域の実現 

を目指すことを掲げている。 
また、目的の実現に向けて 4 つの柱を掲げており、 

①行政サービスのスマート化 
②行政事務の効率化 
③民官連携の強化（※この「民」と「官」の順番が重要と感じた。） 
④デジタル・ガバメントを推進する職員の育成 

など積極的に取り組み、この 3 年間で大きな成果を上げていた。 
 
（深谷政憲副委員長） 

  横須賀市のデジタル・ガバメント推進の展開のスピードに驚かされた。令和 2 年 4 月 1 日に

職員 6 人のデジタル・ガバメント推進室が設置され以降、全庁的な展開を進めるなかで現在で

は 29 人体制と聞いて、その本気度を感じた。 
目的として掲げられているのは、１つ目は、利用者が「すぐ使えて」「簡単で」「満足できる」

利用者中心の行政サービスの実現、２つ目に、社会的課題の解決に繋がる新たなサービスや技

術が生み出されるイノベーションを創発できる地域の実現を目指すとしている。 
推進の４つの柱は、①行政サービスのスマート化、②行政事務の効率化、③官民連携の強化、

④推進する職員の育成の 4 点である。推進室長によると、改革に向けてスタートしたものの、

現実は思ったより厳しかったとのことである。「今のままで良いとする公務員文化」「日常業務
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に追われ、業務改善まで進めない」「メールや添付ファイルを何でもプリントアウト、紙資料へ

のメモ習慣」などである。 
また、横須賀市であっても人口減少は避けられず、20 年後（2040）の職員数は 3/4 に、その

先も 1/2…との厳しい将来予想のもと「自治体戦略 2040 構想・スマート自治体への転換」を図

るべく、推進室が業務所管課に出向き、業務フローを作成し、抵抗もある中で業務改善を地道

に進めてきている。そして「デジタル・ガバメント推進室設置から 3 年経過して、ＤＸが浸透？

市役所の雰囲気が変わった！」とも言われていた。説明者の推進室長の熱量に圧倒されたが、

29 人体制で「決して担当課任せでなく伴走型で取組む」体制があっての進捗（成果）であると

強く感じた次第である。 
 

（関根篤志委員） 

まずもって、推進室長の熱意と行動力によって横須賀市のＤＸが猛烈に推進していることが

よく理解できた。聞くところによれば、かつて情報系の部署に所属していた経過はあるものの、

室長自身は特段デジタルに特化した経歴や経験もないなかで、これだけの知識と供給力がある

のは、ご本人の努力の成果であり、そこに市長や上司の大きな信頼が伴っての成果と感じる。 
ご自身がおっしゃっていた役所体質の問題点を十分理解したうえで、街を本気でデジタル先

進都市にしたいという目標を掲げ行政全体を動かす、こういった職員を育成できることが、横

須賀市が全国的に抜きんでている理由であると思える。特にＣｈａｔＧＰＴの活用が抜きんで

ており、須賀川市で活用する場合の模範例と考えていきたい。 
 

（古川達也委員） 

DX 推進の取組について経営企画部次長兼デジタル・ガバメント推進室長よりお話を伺った

が、非常に多くの取組について学ぶことができたと共に、特に印象に残ったのが推進室長の圧

倒的な熱量・人間力・行動力であった。「何が何でもこの事業（DX）を成功させる！」と周りの

人間を巻き込み、職員達の意識改革を進め、結果、チャット GPT を全国の自治体に先駆けて導

入し、マスメディアや全国の自治体から注目を浴びたという事は、横須賀市の宣伝としては金

額には換算できないほどの効果があったのではないかと感じた。無論、それは DX と言う部分

にはあまり関係のない話ではあるが、職員達の DX に対するモチベーション、興味に大きく影

響を与えたのは間違いのない事実であったと思われる。 

また、予算に関しても当初年間 1,000 万規模から始まったが現在では 8,000 万円にまで認め

られているとの事で、横須賀市が DX、そしてデジタル・ガバメント推進室に大きな期待を賭け

ている事が伺えた。 

さらに、推進室が創刊し、職員が読める「チャット GPT 通信」の創刊号を拝読させて頂いた

が、非常に内容が素晴らしく、出来れば現在まで発刊されている全てのチャット GPT 通信を読

んでみたいとも思った。 

こういった「遊び心」をもって DX への理解を深めていく事は須賀川市でも有意義なのでは

ないかと感じた。 

 

（小野裕史委員） 

令和 2 年 4 月にデジタル・ガバメント推進室を設置しＤＸ推進に取り組んでおり、きっかけ

は人口減少に伴う職員数の減少である。組織内部の試算では 20 年後の職員数は現在の 3/4 に、

更にその先は 1/2 に減少する見通しであり、行政の課題は減らない中で市役所そのものが成り

-20-



 

立たないといった危機感から、効率的な行政運営が必然となったことや国の動向等が相まって

ＤＸ推進へ舵が切られたとのことであった。 

非常に多くの情報について説明をいただいたが、特に注目したのは業務改善に向けたＢＰＭ

（ビジネス・プロセス・マネジメント）の取組であり、住民異動手続で繁忙期の待ち時間に 100

分を要していたが、手続に要する 200 業務の所要時間とフローを可視化することで改善点が明

確となり、システムを導入することで 38 分まで短縮することができたことは大きな成果（改

革）と言える。この業務の見直しのプロセスは非常に重要である。 

また、ＣｈａｔＧＰＴの先進自治体としても有名であるが、市長の「面白い」の一声から利

用が開始され、有効に活用が進んでいた。行政でその機能を活かすためには、利用方法を十分

に職員に浸透させることが重要なポイントであり、横須賀市では週刊で「チャットＧＰＴ通信」

を刊行して活用事例を紹介するなどの努力を重ねているが、これも生成ＡＩを活用して作成さ

れていた。活用の広がりを強く感じるシステムであり、本市においても導入にあたっては、機

能を活かすためにも、職員へどう浸透を図るか、継続していくかが重要である。 

更に、「人」の重要性を改めて感じたところであり、ＤＸ推進に限ったことではないが、事業

を先導するリーダーの存在や熱量や知識、積極性が必要不可欠であり、今回の視察においては、

デジタル・ガバメント推進室の行動力が非常に高いと感じた。 

その背景にあるのは、組織全体（あるいは経営者）の考え方であり、本市においても、組織

としての明確な方針の必要性も考えさせられた。 

 

最後に、豊田市及び横須賀市で共通して考えさせられたことは、人口減少、職員減がおのず

と進むのであろうが、職員を減らすことが前提ではなく、限られた人数の中でマンパワーを生

かすような考え方、取組が必要不可欠になる。デジタルの力で対応できること、人しかできな

いことをすみ分けていく、選択していくことが重要である。 

また、ＤＸの取組は手段であり、目的は市民の福祉増進・サービスの向上であり、自治体の

業務効率化の先に市民へどのように還元されるかといった視点を忘れないようにしなければ

ならない。 

さらに、両自治体は共に人口や財政規模が大きく異なり、全国的にもＤＸを先導するリーダ

ー的自治体であるため、本市に置き換えて考えた時に、取捨選択は必要不可欠である。 

 

（鈴木洋二委員） 

  横須賀市のデジタル化・ＤＸについても、豊田市と同様に今後の人口減少に伴い職員も減少

することになるが行政の業務量が減ることはないので、先を見据えて進めなくてはならないと

いう事であったと思う。 

取組にあたり行政組織内での浸透も難しい事があったとのことである。窓口対応でも相当量

の処理をするにあたり、市民に待ち時間を負担させていた事が改善に向けた契機となり、デジ

タルを活用した窓口の改革に向かい、その結果、申請フォームの改善など、書かない、行かな

い窓口へつながって行った。何より市民に使いやすいフォームがグットデザイン大賞になるな

ど大きな評価を得る結果となった。 

また、土木関係部署ではＤＸ推進に対してかなりの抵抗もあったと伺ったが、デジタル・ガ

バメント推進室が積極的に担当部署に入り込むことにより、今はかなり効率良く進むようにな

ったとのことであった。 

チャット GTP については、LoGo チャットとの連携の取り組みは進んでいると感じた。今後デ
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ジタル化・ＤＸを進めて行く上で、参考にすべき取組であると言える。 

横須賀市においては、市長、副市長が取り組みに積極的であるとともに、議会としても前向

きに取り組みを受け入れているようであった。本市においても市民サービスの向上に向けて積

極的に取り組むべきであると感じた次第である。 

なお、あくまでもデジタルの活用は手段であり、行政事務の向上は市民の為の利便性向上で

あることが大事であることを忘れてはならないと感じた。 

 

（石堂正章委員） 

横須賀市の【ＤＸの推進について】は早く、平成 8 年度より「情報システム等の整備」に取

り組んでいること、それ以降での「庁内システムのデジタル化への取り組み」、その後の「デジ

タル・ガバメント推進室」の取り組みについて説明を受けた。 

庁内の『ＤＸ推進』体制としては、副市長を本部長とする「デジタル・ガバメント推進本部」

を組織して、副本部長兼任のデジタル・ガバメント推進担当部長、事務局としての「デジタル・

ガバメント推進室」を置き、『「デジタル・ガバメント」とは、行政のデジタル化を進め、それ

を契機に、行政サービスの内容や提供方法、行政組織のあり方などを刷新する。併せて、社会

的課題の解決を進め、安全安心かつ公平、公正で豊かな社会の実現を目指すこと。』と銘打ち、

その取り組みを精力的に推進していた。 

また、令和 2 年には「デジタル・ガバメント推進室」を、担当部長をトップに、ＩＣＴ戦略

専門官、デジタル・ガバメント推進室長を置き、総勢 29 名体制で活動しており、主な活動内

容として、「少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少」「20 年後職員 3/4、その先職員 1/2」など

の将来の課題を明確にして、総務省との連携、民間企業との包括連携協定を締結し、推進して

いるとのことであった。 

併せて、ヘルスケアデータ連携・分析システムの構築と活用した『スマートシティ』の構築

を目指し、基本理念として「テクノロジーはあくまで道具であり、市民の幸福を実現する取り

組みを実装していくこと」として、ＣｈａｔＧＰＴの導入を始めとしたＡＩの活用に積極的で

あるのとことでした。 

これらの説明を聞いた率直な感想としては、「職員とのかかわり方」「導入すべきテクノロジ

ー」の経過と取り組み方に関して、素晴らしい行動力と分析力、そして発想力を発揮している

ことに、大いに敬意を表したいと思った。 

特に感銘を受けた「職員とのかかわり方」については、公務員の気質を熟知している、推進

室長を切り込み隊長として、行政事務の悪循環の打破するために、庁内横断的な組織・改革の

仕組みをつくり、長年の努力を重ねながら、打破につながる方法として「Ｔｏ―Ｂｅ ＢＰＭ

Ｎ業務フロー」などを駆使して、デジタル化へ向かう意識改革を継続し、職員のやる気醸成を

行ってきていることであった。 

また、デジタル化、ＤＸ推進、ＡＩ技術の導入に当たっては、それによる市役所業務の合理

化を追求し、職員の執務時間・人的資源の確保を考え、なによりも『市民に対し「ｆａｃｅ ｔ

ｏ ｆａｃｅ」でより多く寄り添うことを可能とする』として、横須賀市のデジタル・ガバメン

ト、ＤＸ推進は市民の皆様が本当に便利になったと思われるだけでなく、職員がより身近にな

ったとも思ってもらえるような事業を積極的に推進するという、実践方針・体制に関して大変

参考になった。 

また、「デジタル弱者」の対応に関しても、課題を充分に認識しながら、ＣｈａｔＧＰＴなど

の導入による副産物として、人的アプローチの時間的な向上を実現してくとのことであった。 
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当市の【ＤＸの推進】においては、横須賀市の様な組織体制の確立、予算の確保はなかなか

難しいことと思うが、将来性、有用性は充分に感じ取ることができたので、実現までには様々

な課題の存在が有ると思うが、大変参考となる案件について教示されたので、これらの示唆、

課題を第一義的な取組案件として、本市における【ＤＸの推進】への重要性、実現性の議論を

含め、全ては「市民サービスの向上へつなげる」という気概を持って取り組んでいかなければ

ならないと感じたので、今後とも情報収集、調査研究を重ねて参りたいと思う。 

最後に、今回の行政調査で説明をしていただいた推進室長からは、特筆すべきものがひしひ

しと感じられ、やはり「人」というものが、文字通りに「キー」になっていると改めまして感

じ、再認識させられる視察となった。 

やはり物事を進めるのは、「人」の存在がキーポイントであり、取り組み方はもとより、人材

の手当、発掘が大きなポイントとして注視していくことが肝要であり、重要であると感じたの

で、「ひとづくり」という観点も念頭において活動して参りたい。 

 

（大寺正晃委員） 

 横須賀市経営企画部デジタル・ガバメント推進室は、デジタル業務改革による効率的な行政

運営を目指している。 
横須賀市では人口減少問題を抱えており、市の試算では職員数が 20 年後に 3/4、その先は

1/2 と予想しており、効率的な行政運営は必然と捉えている。一方、窓口や手続きに関しては

今後ますます多様化すると考えられ、デジタル・ガバメントの推進に力を入れる。 
トッパン・フォームズとのデジタル・ガバメント推進に関する包括連携協定を経て、2020 年

4 月 1 日にデジタル・ガバメント推進室が設置されている。 
すぐ使えて、簡単で、満足できる「利用者中心の行政サービス」と「新たなイノベーション

を創発出来る地域の実現」を目指している。 
 
以下、気になった事例を報告する 
◆実践事例 書かない窓口 

住民移動窓口研究ワーキンググループを発足させ、オンラインで申請をサポートし誰ひ 
とり書かない窓口を目指した結果、繁忙期の待ち時間を 100 分から 38 分に短縮された。 
◆実践事例 健康部 DX 化 

増員 2 名で健康部の DX に着手し RPA を導入（約 5 人分の削減効果）し、コロナのピ 
ークを乗り越えられた。 
◆実践事例 BPM ワークショップ研修の実施 

職員の意識改革のため、実践研修プログラムを参加部署ごとにテーマを設定し５年がか 
りで実施した。各部署ともに、最初は否定的であったが現在は気づきによる改革が進行中。 
◆実践事例 ＡＩ相談パートナー及びＣｈａｔＧＰＴ 

様々な利用法を通して効率化のみならず満足してもらえる行政サービスを目指してい 
る。ChatGpt の活用促進のための入力練習やガイドの発行を積極的に行い職員や議員の 
理解度アップに努めている。実証の結果では特に文書作成事務の効率化が認められたこと 
から、本市においても効果的な導入ができるようさらに調査研究を進めたい。 

 
 

 

-23-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【横須賀市議場にて：集合写真】 
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